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中国経済におけるトリレンマ問題の現状分析

野 上 健 治（社会環境学科)

Study on the Trilemma Theses of Economic Development in China
 

Kenji NOGAMI (Department of Social and Environmental Studies)

Abstract

 

Chinese economy has grown so fast since 1979,and China has become an economic superpower. At the same time,

however,China is a superpower of excessive energy demand and of environmental pollution. Now,China comes to
 

face with the hard trilemma theses of economy,energy and environment,to extremely rareness in the world. This
 

paper discusses each thesis of trilemma in China after reviewing the traditional definition of“trilemma”. Further-

more,by our regression analysis,we get reasonable EKC of CO emissions in China and the turning point of per
 

capita GDP. Now that China becomes an economic superpower,we expect China should set and declare,as the
 

international pledge,a numerical target of the reduction of GHG emissions.

Keywords:trilemma,economic superpower,CO

考

emissions,excessive energy
 

demand,environmental pollution, turning point of per capita GDP,

EKC (Environmental Kuznets Curve)

１.はじめに

中国経済は，1978年から始まった改革開放の30年間で年

平均9.8％の高成長を遂げたが，昨年のアメリカの金融危機

に端を発した今回の世界的危機の影響を受けて，減速を余

儀なくされている。これが景気循環の一局面で済むのか，

それとも第一次石油危機当時の日本のように高度成長期の

終焉を意味するのかを見極めるためには，通常のマクロ経

済変数としての需要項目（消費，投資，輸出等）の変動だ

けでなく，中長期的には環境やエネルギーをはじめとする

供給側の制約にも注目する必要がある。

さらに，次のような疑問もある。即ち， 経済発展に伴

う環境悪化は避けられないのであろうか。あるいは，一般

に途上国はまず，経済発展を優先し，経済力をつけたある

段階から環境保護に力点をおくようになるのであろうか。

経済発展論に「クズネッツ曲線」という経験則がある。こ

れは，「経済発展の初期時点では，経済発展とともに所得分

配の不平等度は拡大するが，所得が一定の水準になった以

降は，経済発展とともに所得配分がかえって平等化する」

というクズネッツの「逆Ｕ字仮説」である。近年，環境経

済学の分野で「環境クズネッツ曲線（EKC）」という用語が

しばしば使われる。これは，前述のクズネッツの経験則の

なかの「所得の不平等度」という言葉を「環境負荷」に置

き換えたものである。すなわち，経済発展と環境とは，あ

たかも，クズネッツの「逆Ｕ字仮説」と同様に，まず経済

発展とともに少なくともある時期までは環境が悪化し，次

に改善するという逆Ｕ字型の関係が見られるという。

こうした問題意識のもとに，中国の今日的課題である経

済成長，エネルギー，環境問題のトリレンマについて，現

状の分析を試みたものである。環境問題については，特に，

大気汚染の状況について分析し，さらに，COに関する

EKC（環境クズネッツ曲線）について検討する。

以下，まず，本稿で取り上げるトリレンマについて，あ

らためて古典的な定義をレビューし，その理解に基づいて，

中国のトリレンマの現状を分析する。

２.トリレンマとは

まず，トリレンマ問題を

お

えるときの「エネルギー」と

いう場合，特に記述のない限り，一般的に，自然資源であ

る化石燃料を指していることに留意する必要がある。

トリレンマ」とは，経済（economy），エネルギー

（energy），環境（environment）という３要素が

般

互いに依

存しあうことによって生ずる複合問題のことをいう。一

っ的には次の３つのジレンマによ 。て構成される
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第１： 経済成長とエネルギー安定供給のジレンマ

人口増加と生活水準の向上のために，経済成長が必要で

ある。その経済成長を支えるために，要素投入としてのエ

ネルギーが必要になる。しかし，エネルギーは，自然環境

要素であるので，今のところ，無尽蔵なものではない。そ

こで，エネルギーの安定供給問題が生じる。即ち，経済成

長かエネルギーの安定供給かというジレンマが生じる。

第２： エネルギー消費の増大と環境問題のジレンマ

エネルギー消費は経済発展と生活水準の向上のために必

要である。しかし，エネルギー消費の増大は二酸化硫黄

（SO），二酸化炭素（CO）などの汚染物質の増大をもた

らし，環境質の低下（大気汚染）をもたらすと同時に，エ

ネルギー資源の量的減少をもたらす。

環境質の低下というのは，要素汚染型環境問題であり，

エネルギー資源（自然資源）の量的減少は，要素破壊型環

境問題である。即ち，エネルギー消費か環境保全かという

ジレンマが生じる。

第３： 環境保護と経済成長のジレンマ

経済発展とエネルギー需給拡大の過程において，環境保

護を適切に行わなければ，環境問題が発生する。環境問題

が深刻化すれば，人類の生存基盤さえも破壊されてしまう

ため，経済成長の後退は避けられない。しかし，環境保護

を優先的に行えば，人力，資金力，技術力などが経済発展

から環境保護にシフトされる必要があるので，少なくとも

短期の経済成長が鈍化してしまう恐れがある。即ち，環境

保護か経済成長かというジレンマが生じる。

しかしながら，先に述べた環境クズネッツ曲線（EKC）

が，妥当するとすれば，このジレンマは，一定の成長を成

し遂げた後は，解消することになる。つまり，EKCは，環

境保全と経済成長が，必ずしも対立しないことを示唆して

いる。

３.中国におけるトリレンマ問題の現状

中国は経済成長大国であると同時に，エネルギー需要大

国，環境汚染大国でもある。

すなわち，世界的にまれに見る厳しいトリレンマに中国

が，現在，直面しているのである。

3.1 経済成長

中国では，1978年12月の改革開放政策以来，80年代から

高度経済成長が始まり，今現在も継続している。平均 GDP

成長率は80年～90年：9.2％，90年～04年：10.1％，80年

～04年：9.5％，を達成し，80年から04年までの24年間で

GDP規模は9.4倍に拡大した（表１参照；エネルギー・経

済統計要覧’09）。2007年の実績は，速報によれば，GDPは，

ドイツを抜いて世界第３位になった（第１位米国，第２位

日本）。実に驚異的である。さらに，2009年の世界経済の落

ち込みの中で，日本経済もマイナス成長となり，今年度中

に，中国は，日本も追い抜き，世界第２位の GDP大国にな

ることが確実視されている。

日本が戦後復興を経て50年代半ばから高度経済成長期に

入り，73年の第１次石油危機まで継続したのと比べて，中

国は約30年遅れて経済発展をなしとげてきた。中国および

日本の経済発展の要因は，ともに技術進歩の影響が非常に

大きいことが中谷巌，李志東らのそれぞれ独自の分析によ

り，判明している（中谷巌（2004）『入門マクロ経済学第４

版』及び李志東（2004）「中国のエネルギー環境問題」（独）

経済産業研究所 BBLセミナー）。今後中国で経済発展が維

持できるか否かは，技術進歩の可能性にかかっているとい

えよう。

高度経済成長の結果，国民は豊かになり，生活水準は大

幅に改善された。そして中国の国際的プレゼンスも高く

なった。しかし，その反面，都市化と工業化が急激に進み，

人口と資源の矛盾が激化し，所得格差が拡大（都市部と農

村部，沿海部と内陸部など）した。しかしこの格差は都市

住民の収入と農村住民の収入がともに上昇する，つまり収

入の底上げの過程で生じたもので，農村住民の収入が低下

したわけではない。ある意味では，これは経済が発展する

段階で生じる必要悪の１つであろう。

ただ，所得格差を放置すると，大きな社会問題になりか

ねない。この点については，中国政府もすでに認識してお

り，真剣に取り組み始めている。

ところで，今回の世界的な金融危機のあおりで，中国経

済は減速を余儀なくされているが，それに伴って，昨年の

失業率は，５年ぶりに上昇した 。中国は前にも述べたよ

うに，今年は GDPで日本を抜いて世界第２位に浮上する

可能性が極めて高いが，その反面，雇用不安が高まってい

るのである。雇用が悪化すれば，社会不安を招く。さらに，

大学生の就職難も深刻である。高等教育の在学生数は70年

代は70万人程度だったが，2000年代に入って1,300万人に達

した。その結果，大学生の「就職氷河期」がここ数年続い

ている。まさに，中国版「大学は出たけれど」である。

金融危機後の日本では大学生の内定取消しが問題になっ

ているが，中国の大卒失業者も増えている。

今年１月末のダボス会議で，温家宝首相は2009年の GDP

成長率の目標は８％であることを言明した。この目標が達

成できるだろうか。中国経済は米国をはじめとする先進国

への輸出依存度が高いため，決して楽観できないが，中国

政府は内需拡大策として，４兆元（約57兆円）という膨大

な財政投入を決定している。

中国では数千万の人民（農民工）が農村から都市に出て

きている。その人達や大学卒業生たちに職を与えて社会不

安を起こさないようにするためには，どうしても８％成長

しなければならないのである。

そのため，財政資金を積極的に投入していくことになる。
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幸いなことに GDPに対する国債の比率は，高くない。日本

が150％を超えているのに対し，中国は19％程度 である。

したがって，今後数年間は財政拡大でつなぐことは可能

であろう。

いまや，中国は，世界経済を牽引するためにも輸出だけ

に頼るのではなく内需拡大で「経済大国」の責任を果たさ

なければならない。

いずれにせよ，2008年の北京オリンピックを成功裏に終

了させた現在では，来年2010年の上海万博をつつがなく開

催すれば，中国は，名実ともに先進国の仲間入りとなるこ

とは間違いない。

3.2 エネルギー需給

前節「3.1経済成長」でも述べたように経済規模は，1980

年と比較して2004年は約9.4倍（年平均9.5％）となってい

るが，エネルギー消費量は，3.3倍程度で，省エネルギーが

寄与しているといえる。しかしながら，3.3倍という数字は

年平均伸び率にすると約5.3％で，かなり高い数値である

（表１参照）。その結果，2004年現在，中国のエネルギー消

費は，石油換算で13億8900万トンであり，世界全体の13.8％

を占め，米国（23％）に次ぐ世界第２位，また，エネルギー

生産量では世界全体の10％（2001年）を占め，米国，ロシ

アに次ぐ世界第３位の需給大国となった（エネルギー・経

済統計要覧’09版）。ただし，需給バランスを見ると，米国は

純輸入大国，ロシアは純輸出大国であるのに対して，中国

は1996年までは純輸出大国であったが，1997年以降，純輸

入国に転落している。エネルギー源別にみると，石炭

（71.5％）は資源が豊富にあるので，純輸出の状態であり，

天然ガス（3.0％）は自給自足の状態である。ただし，中国

では天然ガスの利用は遅れており，過小均衡状態となって

いる。

問題は石油（22.4％）で，1993年以降，純輸入の状態と

なった。2003年の石油純輸入量は1.04億トン（前掲資料）

で輸入拡大のテンポが非常に速い。この背景には，石油需

要の急増がある。最大の要因は自動車の普及で，1980年（178

万台）と比べると，2005年の自動車保有台数は3200万台と

18倍（年平均伸び率：12％超）になっており，GDPの伸び

率を大きく上回っている。この増加ペースは年々加速傾向

にあり，2006年の新車販売台数は750万台と，日本を越えた。

さらに昨年2008年には，米国をも追い抜いて新車販売台数

は世界第一位になった。都市家庭100戸当りの自家用車保有

台数は，全国では3.4台であるが，北京市では，14.1台，広

東省では9.7台に達している（2006年）。

これが必然的に石油の需要を押し上げる結果となった。

1990年から2000年までの10年間で中国の石油需要は約1.1

億トン増加しているが，その25％は自動車の増加に起因し

ている（李（2004））。

その他，水力（2.3％），原子力（0.95％）である。さら

に，農村では，藁などのバイオマスなどが多く使われてい

る。

エネルギー消費量は世界第２位であるが，人口が多いた

め，一人当りの消費水準で計算すると約0.7トン/年であり，

日本の４トン/年，米国の８トン/年と比べてまだまだ少な

い。これは今後さらに需要が増加する可能性があるという

ことを意味している。

一方で，中国のエネルギー利用効率を GDP原単位（購買

力平価換算）や物量ベースで見てみると，日本や米国等の

先進国の６～８割程度と非常に非効率である。先進国のよ

うなエネルギー利用効率の高い技術が中国で普及すれば，

２～４割の省エネルギーが可能だということになる。

日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧

’09」によると，経済全体について，米ドルに換算した

GDP100万ドル（2000年価格）あたりの一次エネルギー消費

量を見ると，中国810，米国216，日本108（単位：石油換算

トン）である。つまり，中国のエネルギー効率は日本に比

べて８倍近くも悪い。ただし，これは，為替レートや購買

力平価等を考慮していない値である。中国では物価が安い

ので，同じ１ドルでも多くのものが買える。これを補正す

るのが，購買力平価換算のための指数で，世銀レポートな

どでは約４～５倍となっている。つまり，同じ１ドルでも，

中国では約４～５ドルの価値がある。

購買力の違いを考慮すると，大雑把にいって，中国のエ

ネルギー効率は日本の50～60％位である。極めて粗い評価

であるが，仮に日本の技術システムを導入すれば，中国の

現在のエネルギー消費量を増やさないまま，経済規模を倍

近く拡大することも不可能ではないということである。

中国のエネルギー構造は，なんといっても石炭中心の需

給構造であるにもかかわらず，石炭クリーン利用技術の開

発と普及が遅れていること。さらに，天然ガス，再生可能

エネルギー開発利用の遅れなどの特徴も挙げられる。

中国のエネルギーの源泉は，石炭が現在なお，70％以上

を占めている。中国は石炭の埋蔵量が多く，今後もエネル

ギーの主力となる可能性は高い。経済評論家の田中直樹も

「中国のエネルギー情勢」と題する講演（2004）の中で，

次のように話している。即ち，「21世紀も中国は石炭を中心

にしてエネルギーを考える，この基本は変わらないという

ことのようです。彼らの言葉を使いますと，石炭を主とし

た全面的エネルギー政策という言い方になります。」

しかし，石炭は煤煙・煤塵など環境汚染物質を放出する

最たるものである。中国政府は，石炭産業を環境保護対策

の重点産業と捉え，高硫黄炭の採掘の制限，脱硫装置の設

置など，様々な施策を実行することが明らかにされている

が，その規模と範囲が大きく，かつ多方面にわたっている

ので，着実な環境対策が全国的に必要とされている 。

2003～2004年には，電力供給不足が深刻で，沿海地域を

中心に，33の行政区 のうち，約３分の２の行政区で停電

や電力不足が発生し，この問題は，抜本的な解決策のない

まま，現在に及んでいる（表２参照）。
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以上のように様々な問題を抱えているが，現在の中国の

最重要課題は，石油を中心とするエネルギー安全保障問題

だといえよう。理由は，過去30年間未経験であることに加

えて，石油輸入量の拡大があまりにも急激で，それゆえに

エネルギー安全保障問題への総合的対策・体制が出来てい

ないことなどが考えられる。

最近，原油の国際価格が高騰するときに話題になるのが，

中国「石油がぶ飲み論」である。経済成長の結果，中国の

原油輸入が増大し，それが国際的な価格高騰の原因になる

のではないかとの心配である。2003年の原油輸入量は，米

国516（単位100万トン），日本205，中国91で，中国の輸入

量は，米国の５分の１，日本の半分程度である。

この程度に留まれば，喧伝されているほどの影響がある

とは思えない。しかし，今後，中国の原油輸入は増大の一

途と予想されるから，将来的には台風の目であることに間

違いない。中国の石油消費量は，いまや米国に次ぐ世界第

２位で，日量約700万バレルである。これは米国の約2000万

バレルに比べれば，約３分の１程度である。あり得ないこ

とではあるが，もし中国の一人当り消費量が米国並みにな

ると，約9000万バレルが必要になり，現在の世界全体の消

費量を超えてしまう。

因みに，OPECの石油生産量は，日量2800万バレルであ

り，中国の動向如何では生産量を急増させなければ追いつ

かない。そのとき，原油価格は上昇する恐れがある。

2005年における中国の石油確認可採埋蔵量は160億バレ

ルで，世界シェアの1.3％を占めている。しかし，中国の石

油生産量は，伸び悩んでいる。90年代，中国の石油生産の

主力は，東部の大慶，勝利，遼河の３大油田であったが，

これらの油田は老朽化し，生産量は，ほぼ横ばいないし減

少している。中国の全生産に占める３大油田の割合は，90

年の74.2％から2003年には51.7％にまで低下した。

３大油田の減産分は，西部陸上油田と東シナ海などの海

上油田で補おうとしているが，生産は需要の増加に追いつ

かない。この結果，輸入量は，96年の1590万トンから2005

年の１億3600万トンへと急拡大したのである。

石油確保に対する中国の危機感は強く，資源確保に奔走

している。これは，国際的なトラブルの火種ともなってい

る。日本とは東シナ海，尖閣列島周辺の海底資源開発問題

がある。米国のユノカルを，中国の国有会社である中国海

洋石油が買収しようとしたが，米国の議会が安全保障の観

点から反対し，買収は不成功に終わるという出来事もあっ

た（2005年）。また，資源争奪絡みで，アフリカ諸国に対す

る中国の影響力の増大も見られる。特に産油国であるナイ

ジェリアには，90年代から中国資本の進出が活発で，2005

年にはナイジェリア国営石油会社との間で，日産３万バレ

ルの原油引取り契約が結ばれた。

中国は，国外石油資源の確保のために，90年代から「中

国石油天然気」，「中国石油化学」，「中国海洋石油」といっ

た国有石油会社による海外投資を奨励し，海外自主開発を

進めている。これら企業は，政府の庇護のもと，圧倒的な

資金を背景に，海外でのエネルギー資源の確保や大規模な

パイプライン敷設などの大型プロジェクトに乗り出してい

る。これらにより確保された海外権益原油は2003年で輸入

全体の22％を占めている。

中央アジアに抱負に存在する石油，天然ガスの確保のた

め，ロシア，カザフスタン，ウズベキスタン，キルギスと

の関係強化にも熱心である。ロシアのカスピ海周辺で生産

された石油をカザフスタンなどを通るパイプラインで中国

にまで輸送する事業が進行している。

天然ガスについても，ロシアのシベリアやサハリンで生

産したものを中国に引きたいという思惑があり，日本に

とっても大きな利害の絡む問題になっている。

ところで，ワールドウオッチ研究所は，中国とインドの

資源消費によって世界の資源が枯渇する恐れに直面してい

るという報告書を2006年に発表した（“State of the World
 

2006:Special Focus:China and India,2006”）。また，レス

ター・ブラウンが代表を務める Earth Policy Instituteは，

中国が現在の先進国のような資源消費パターンを追随した

場合，その資源消費需要を満たすことは到底不可能との見

通しを出している。中国の人口は，米国の4.4倍（2004年）

であるから，この結論はある意味で自明である。一人当り

で，中国人が米国人と同じだけの資源を消費するようにな

れば，世界の資源は絶対的な不足に陥るだろう。それに，

その人口がやがて中国を超えると予想されるインドの存在

もある。しかし，このような議論には，米国流の独善があ

る。現在の米国型の資源消費を先進国の標準と考え，自分

たちの資源消費を抑制することには熱心ではないにもかか

わらず，中国やインドの台頭を警戒するという論調には，

反発を感じる人もいるだろう。

日本やヨーロッパには，資源消費を抑制しながら経済成

長を達成する道を探る動きがある。米国型の資源浪費型経

済成長に代わる新たなモデルの構築が可能か，中国やイン

ドがそうした新しいモデルを採用することは可能か，それ

は地球環境の将来を左右する大問題である。

3.3 環境問題

現在，中国においては，大気汚染，水質汚染，水不足，

砂漠化の進行，砂嵐・黄砂，等々，が，深刻化しており，

中国の環境汚染はすでに危機的状況にあるといえる。

中国の環境問題は，中国の経済社会の大きな質的変化と

一体になった問題である。このことは，戦後の日本の環境

問題が，経済成長とそれに伴う社会の大きな変化，例えば，

農村から都市への人口移動，大都市の住宅問題，下水道や

ごみ処理などに必要な都市環境インフラの不足，公共事業

拡大による自然環境の破壊，大量消費・大量廃棄型生活ス

タイル，モータリゼーションなどと表裏一体で進行したこ

とを想起すればよい。
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⑴ 大気汚染の状況

環境問題については，1979年に高度経済成長が始まると

同時に，環境保護法を作って対策をとってきたが，残念な

がら環境は悪化の一途を辿っており，全体的な改善は見ら

れない。都市部において，大気環境が国の基準をクリアし

ているのは40％程度であり，都市人口の６割以上が何らか

の大気汚染にさらされている。

前節のエネルギー需給のところで述べたように，高度経

済成長に対して，発電能力が需要に追いつかず沿海地域を

中心に2003年から停電が発生し，現在では恒常的な状態に

及んでいる。当然，火力発電所はフル稼働しているが，こ

れにより石炭燃焼が増加し，二酸化硫黄（SO）や総浮遊顆

粒物質（TSP）が石家荘・大同・蘭州といった内陸の大都市

や盆地に滞留する結果になってしまった。また，急速な自

動車の普及により主要都市部では一酸化炭素や二酸化窒素

（NO）による汚染が進んでいる。さらに，中国南部を中心

として酸性雨による汚染も広がっている。酸性雨は30％以

上の国土面積において確認されている。酸性雨の原因物質

である窒素酸化物（NO ）や硫黄酸化物（SO ）などが偏西

風に流されて日本や朝鮮半島などで影響を及ぼしている。

ここで思い出されるのが，２年前の2007年５月８日の北

部九州（福岡・北九州地域）そして，２年後の今年2009年

にも，全く偶然ながら，同じ５月８日に，九州各地で，時

ならぬ光化学スモッグ注意報の発令である。これが偶然な

のかどうかは，分からないが，いずれにせよ，各自治体は

屋外での運動を控えるなどの注意を呼びかけていた。今年

は，鹿児島県では1974年の，そして長崎市などでは1970年

の観測史上初の発令となった。光化学スモッグといえば，

1970年代，日本の代表的な環境問題だった。夏場の紫外線

の強い時期に頻繁に発生し，目やのどの痛み，頭痛などの

被害を伴う。大気に白いもやがかかり，視界が悪くなる。

しかし，一時は年間数万人もの被害者が発生し社会的な大

問題だった光化学スモッグも，最近ではだいぶ改善してき

ていたのである。

それに北九州市は，かつては公害のひどい都市だったが，

工場に対する規制の強化などで，大幅な環境改善を達成し

たことで有名である。光化学スモッグの発生源となる自動

車の排ガス規制は強化されたし，煤煙を出す工場の数も

減った。本格的な夏になる前の５月初旬に光化学スモッグ

が発生するとは，どうしたことであろうか。全国的に大気

汚染規制が強化され，発生が減っていた光化学スモッグが，

なぜ初夏に発生するのか，この謎は，大陸との関係を考え

ることによって初めて説明できるのであった。福岡県保健

環境研究所によると，８日は原因物質の光化学オキシダン

トだけでなく，大気中の硫酸塩の濃度も高めであったとい

う。これは日本国内では排出規制の厳しい二酸化硫黄が化

学変化した物質である。従って，今回のスモッグは大陸か

らの「越境大気汚染」の可能性が高いと見られている。

北京の夏は暑い。高層ビルが林立する街には，排ガスを

出す自動車が溢れている。大気には白い靄（もや）がかかっ

て，視界が悪い。70年代の東京の大気の状態によく似てい

る。名古屋大学の井村秀文も書いているように，明らかに

光化学スモッグが発生している（井村秀文（2007）『中国の

環境問題―今何が起きているか―』）。しかしながら，中国

政府が毎年発表する「環境状況公報」には，光化学スモッ

グの記述はない。人々は，何かおかしいことに気づきなが

らもいつものことなので半ば慣れっこになってしまってい

る。

大陸が関係する問題は，光化学スモッグのほかに，黄砂，

酸性雨がある。大陸で発生したものが，偏西風の気流によっ

て日本列島に飛来することである。

中国の環境問題で，さらに深刻なのは，CO排出量の急増

がある。国際エネルギー機関（IEA）によると，世界のシェ

アは1980年8.2％から2006年20.0％となり，2006年はアメリ

カに次いで世界第２位である。さらに，2007年の排出量は

アメリカを追い抜いて世界の最大の排出国になったようで

ある。これは中国国内だけの問題ではなく，地球温暖化に

関して，重大な関わりをもっていることに，留意しなけれ

ばならない。

中国は，まもなく GDP世界第2位の経済大国になるので

あり，もはや発展途上国ではありえない。地球温暖化問題

に関する，「ポスト京都」に向けての国際会議（COP15）が

デンマーク・コペンハーゲンで今年12月に開催されるが，

中国は，CO排出削減に関して積極的に貢献・努力すること

が期待され，かつ要請されている。

⑵ 中国におけるEKCの分析

COの排出が所得の向上に伴って必ず増加し続けるかど

うか，換言すれば，EKCが COの排出にも妥当するかどう

かを，エネルギー・経済統計要覧’09のデータを利用して検

討した結果を示しておこう（表３参照）。

環境保全と経済成長とが必ずしも対立しないことは，環

境クズネッツ曲線（EKC）として広く知られるようになっ

た現象からも示唆される。

環境汚染と所得水準の間にいわゆる逆U字型の曲線が

見られることは，世界銀行の紹介がきっかけになり，その

後，環境経済学者の間で流行のテーマになって，現在にま

で至っている（World Bank (1992), World Development
 

Report 1992,Development and Environment,Oxford Univ.

Press：『世界開発報告 1992年』）。

『世界開発報告』では，SOについては妥当するが，CO

には妥当しないという結論になっていた 。

地球温暖化にとって最終的に問題になるのは，総排出量

であるが，人口が増加傾向を示しているときに，いきなり

総量を問題にすると，排出削減の目標はかなり厳しくなる。

とりあえずは，一人当りの排出量を検討することが現実

的に意味を持つであろう。

そこで，いろんな要因を想定して方程式を設定し，回帰
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分析により，COの排出量に影響する要因を検討した。その

中で，中国の場合，有意な方程式としては，次の式が得ら

れた。即ち，

C＝a＋b･X＋c･X＋d･E … ⑴

ここで，

「C」：１人当り CO排出量（二酸化炭素トン/人）

「X」：１人当り実質 GDP（2000年価格米ドル）

「E」：エネルギー効率（＝一次エネルギー消費量１単位当

りの実質 GDP）

（2000年価格米ドル╱石油換算トン）

回帰分析結果は（表３）に示す。データはすべて日本エ

ネルギー経済研究所計量分析ユニットの作成したものを利

用した（主としてエネルギー経済統計要覧’09年版）。

もし，EKCが妥当し，逆Ｕ字型の曲線が当てはまるとす

れば，所得の２次係数の符号がマイナスで，１次係数がプ

ラスになるはずである。２次係数がマイナスという条件は

逆Ｕ字型の曲線から導かれるが，１次の係数がプラスとい

うのは，極大値（曲線の頂点）に対応する所得がプラスに

なるための必要条件である。そして，エネルギー効率が高

くなれば，排出量は減るはずなので，この係数の符号はマ

イナスになる。

(表３）によれば，

C＝1.6607＋0.0068･X－1.8･10 ･X－0.0031･E…⑵

（44.1） （21.8） （－14.0） （－18.3）

（ ）内は各係数のｔ値，

となり，ｔ値を含めて，全て条件を満たしている（重相関

係数は0.996676）。

次に，⑵式を，

C＝8.1724－1.8･10 ･（X－1902） －0.0031･E…⑶

と変形すれば，⑶式は，中国においては一人当りの実質

GDPが，1,902米ドル（2000年価格）程度になれば，CO排

出のピークアウトを迎えることを示している。

因みに，2006年の一人当り実質 GDPは，1,598米ドルで

ある。

これまでの先行研究においては，研究者たちは，世界で

共通の転換点（ピークに達する所得）が存在するという仮

説（潜在意識）の下で，共通の転換点を追求してきたが，

それが大きくばらつくことに，悩まされていた。先進国及

び発展途上国のそれぞれにその国特有の事情があり，特に，

環境対策やそれに必要な技術にも「後発の利益」 が働く

ことによって，発展途上国も，先進国と同じ所得レベルに

達しないと転換点に到達しないという考えは不合理であ

る。むしろ，転換点（１人当り GDP 及びそれに対応する

１人当り CO排出量）は，低くなっていくはずである。本

分析の結果がそれを示しているともいえよう。

すなわち，中国においては，１人当りの実質 GDP（2000

年価格）が2000米ドル程度で，COの排出量はピークアウト

する 。

ピークアウトの時期が何年先になるかを予測すること

は，中国のみならず，極めて困難であるが，次の研究課題

としてトライすることは，大変重要であり，現在検討中で

ある。

次節には，ピークアウトを出来るだけ早く達成するため

の，現実の中国の環境政策について，論考する。

４.環境政策について

中国では，政府の環境政策のスタンスは時代とともに大

きく変化してきた。

改革・開放前の計画経済の時代では「社会主義国に公害

は存在しない」としたため，全国に向けて環境保護の重要

性を訴え，国民の環境保護意識を促す動きはほとんど見ら

れなかった。改革・開放に転じてからも，長期にわたって

「発展最優先」の大義名分の下で，環境対策はおろそかに

された。

しかし，近年になり，環境問題の深刻化が経済成長と社

会的安定を損なうという認識が広がるにつれて，当局は積

極的に環境対策に取組むようになった。

第11次五カ年計画（06～10年）は，「資源節約を基本国策

とし，循環型経済を発展させ，生態環境を保護し，資源節

約型の環境に優しい社会づくりを急ぎ，経済発展と人間，

資源，環境の調和をはかるべきだ」とうたった。その上で，

「国民経済と社会の情報化を推進し，新しいタイプの工業

化の途を確実に歩み，節約型の発展，環境に配慮したクリー

ンで安全な発展を貫き，持続可能な発展を実現すべきであ

る」としている。

具体的には，環境保護と資源の節約の主要目標として，

GDP単位当りエネルギー消費量（GDP原単位）を５年間

で20％引き下げ，主要な汚染物質の排出量を10％減らし，

森林被覆率を18.2％から20％に引き上げることが明記され

ている。

また，2007年10月に開かれた中国共産党第17回全国代表

大会の政治報告において胡錦濤総書記は，「エコ文明を建設

し，エネルギー・資源節約型，生態環境保護型，の産業構

造，成長方式，消費モデルを形成しよう」と呼びかけ，環

境破壊を代価に実現した高度成長という路線と決別する決

意を示した。

しかし，政府のこうした努力は，総論賛成・各論反対と

いう壁にぶつかり，所期の効果をあげるに至ってない。成

長と環境の両立が正式に提起されたが，その道のりは前途

多難である。沿海部ではその進展もかなり見られているが，

経済発展が遅れた地域ほど民衆の理解も現地政府の取り組

みも遅れているのが現実である。両立といいながらも，内

陸部では結局，開発優先に偏るという基本的方向が修正さ

れたとはいえない。

また，民衆の力をどこまで動員できるかも問題である。
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環境問題に対する住民運動，非政府組織（NGO）活動の拡

大に対して，各地の地方政府は依然懐疑的で，制限しよう

とするようだ。さらに，報道の自由に対する制限を含め，

政治の民主化にはまだ大胆に踏み込めない。すなわち，多

発する環境汚染事故に対して，その情報が漏れないよう地

方政府や企業は隠蔽工作を大胆に行っている。問題の根底

にある地方政府と企業との癒着体質，蔓延する地方役人の

汚職腐敗などを是正するには，究極的には報道の自由と地

方の直接選挙の大幅拡大といった政治改革は避けて通れな

いであろう。

日本における60年代以降の高度成長期に発生した深刻な

公害問題に対する防止及び改善は，行政（政府や自治体）

の努力もさることながら，民間の「草の根」の運動がより

重要な役割を果たしたことを考えると，中国もマスコミや

民衆に一段と大きな自主権を与え，民間の力を環境対策に

導入する必要があるだろう。

５. ポスト京都」への期待―おわりに代えて―

温室効果ガス（GHG）の排出による気候変動に象徴され

るように，環境問題はもはや個別国の問題ではなく，これ

にどう対応するかは人類全体の問題であり，最重要課題で

ある。

前にも述べたように，今年12月にコペンハーゲンで開催

される国連気候変動枠組条約第15回締約国会議（COP15）

では，京都議定書に続く枠組みなどが討議され，2050年ま

での温室効果ガス排出削減目標と行動計画が提出される予

定である。コペンハーゲン会議で，もし，削減目標と削減

義務が合意に至らないと，環境破壊は世界規模で広がり，

全人類が気候変動の被害者となるであろう。

中国は現在までなお発展途上国として，具体的な排出削

減目標を自らに課さず，公約もせず，世界排出削減協議の

合意に貢献していない。しかしながら，世界を牽引する経

済大国であり，また，一，二位を争う排出大国であるだけ

に，温暖化防止をはじめとする地球環境の改善という国際

公共財の提供においてふさわしい責務を果たすことが求め

られている。こうした期待に応えて，中国は排出量削減の

数値目標を拘束力のある国際公約として，掲げるべきであ

り，最も期待されているところである。

中国が排出量削減を公約し，実行していくことは，政府

が提唱する「科学的発展観」と「エコ文明建設」の理念に

一致するものである。これは，直接，中国自身と地球全体

の環境の改善に寄与すると同時に，外圧を通じて中国国内

における環境対策への抵抗を抑えることが出来るだろう。

また，排出量削減に消極的だったアメリカやインドといっ

た大国の「ポスト京都議定書」の国際協調体制への積極的

関与を促すことになろう。このように，中国が排出量削減

を公約することは，中国自身の利益だけでなく，人類全体

の利益とも一致しているのである。

注

（注１)改革元年の1978年の失業率は，5.3％であり，1980

年代半ばから90年代前半までは２％前後で推移し

ていたが，2002年以降，４％台になった。2007年

の失業率は4.0％，そして2008年は4.2％である。

（注２)一時的な増加要因を調整すると10％台前半だとい

う説もある。

（注３)日本では，経済産業省が石炭火力発電の効率改善

に関する報告書を，今年６月にまとめ，総合資源

エネルギー調査会（経産相の諮問機関）のクリー

ンコール部会で具体策を検討し，来年度予算に盛

り込み，二酸化炭素を減らす技術開発の実証実験

に着手する。

報告書では，世界の石炭消費は中国やインドなど

新興国が牽引する形で，2030年には，06年比６割

程度増えると指摘しており，石炭火力発電は世界

の電源構成の主力を位置付けると分析している。

日本の石炭火力発電は二酸化炭素の排出が多いた

め，環境配慮した技術の確立が不可欠と判断して

いる。

（注４)地域行政区（33）

22省…河南省，河北省，山西省，山東省，安徽省，

湖北省，江西省，江蘇省，浙江省，海南省，湖南

省，広東省，福建省，吉林省，黒龍江省，遼寧省，

甘粛省，青海省，陝西省，雲南省，貴州省，四川

省

５自治区…広西チワン族自治区，新疆ウイグル自

治区，内蒙古自治区，寧夏回族自治区，チベット

自治区

４直轄市…北京市，上海市，天津市，重慶市

２特別行政区…香港，澳門（マカオ）

（注５）World Bank（1992）は，EKCという用語を使っ

ているわけではなく，また，環境汚染によっては，

右下がりの曲線も，右上がりの曲線もある得るこ

とを指摘している。例えば，良質な飲料水や衛生

設備を享受できない人口数には，単純な右下がり

曲線が見られる。即ち，飲料水の質や公衆衛生は，

所得が上昇するにつれて改善するという。この点

は上下水道や衛生設備の拡充にはかなりの資金が

必要になるので理解しやすい。一方，二酸化硫黄

（SO）や粉塵・煤煙（浮遊性粒子状物質，SPM：

Suspended Particulate Matter）の排出には，逆Ｕ

字型のクズネッツ曲線が妥当するとされている。

他方，都市の廃棄物や COには，単純な右上がり

曲線が現れるとされている。然るに，CO排出量を

１人当り所得の２次式に回帰させると符号はマイ

ナス，即ち，逆Ｕ字型の曲線が成立するという説
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もある。筆者は，この仮説をベースにして，日本，

中国，韓国，インド，米国，EU15の５カ国１地域

の EKCに関する実証分析を行ったが，逆Ｕ字型

曲線が成立することを示した（野上，2009）。

（注６)1997年12月の京都会議（COP3）において国際的に

合意された京都メカニズムの１つである CDMに

よる発展途上国の CO排出量削減効果も影響し

ていると考えられる。

（注７)著者の分析によれば，各国の転換点は以下のよう

になる（著者（2009）「持続可能な発展と世界の

EKC分析」未発表論文）。

Per Capita GDP(１人当りGDP)(2000年価格米ドル)

2006年実績 転換点

中国 1,598 2,000前後

日本 39,824 59,000前後

韓国 13,865 23,000前後

インド 644 1,000前後

米国 37,791 42,000前後

EU15 23,115 27,000前後
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付属資料

〔表１〕中国の人口，実質 GDP及び一次エネルギー消費の推移

人口 GDP 一次エネルギー消費

年 （百万人） （2000年価格10億米ドル） （石油換算百万トン）

1971 841 107 237

1972 862 111 254

1973 882 120 266

1974 900 123 273

1975 916 133 316

1976 931 131 330

1977 943 141 372

1978 956 158 415

1979 969 170 422

1980 981 183 419

1981 993 192 412

1982 1009 210 429

1983 1023 233 451

1984 1037 268 488

1985 1051 304 504

1986 1067 331 526

1987 1084 370 560

1988 1102 411 599

1989 1119 428 613

1990 1151 445 663

1991 1165 486 663

1992 1165 554 682

1993 1178 632 733

1994 1192 715 776

1995 1205 793 842

1996 1218 872 880

1997 1230 953 883

1998 1242 1028 881

1999 1254 1106 882

2000 1263 1198 892

2001 1272 1298 888

2002 1280 1416 978

2003 1288 1558 1142

2004 1296 1715 1363

2005 1305 1893 1497

2006 1312 2096 1653

（資料） エネルギー・経済統計要覧 ’09年版
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図１.中国の人口，実質 GDP及び一次エネルギー消費の推移

〔表２〕2004年に中国で発生した大停電・電力使用制限

場所 発生日時 概要

杭州市 2004年６月25日午前９時 市内広域で停電が発生し，午後１時頃から

全面停電に発展。17時半頃より収束に向

かった。この停電をきっかけに昼間の大幅

な電力使用制限が実施され，企業700～800

が影響を受ける。

広東省全域 2004年７月１日以降 広東省全域でのピークカットのための計画

停電を導入。昼間の生活用電力に大きな影

響。

上海市 2004年７月19日以降 市内全域で大規模な電力使用制限を開始。

夜警で有名な外難の照明が消され，2100社

が影響を受ける。

成都市 2005年１月初旬以降 暖房需要の上昇を受けて，企業向けに週に

５日という電力使用制限開始。多くの企業

が操業を停止。

広州市 2005年１月６日以降 工場に対し週一日以上，また毎日夕方５

～９時の操業停止を要請。

資料：中国エネルギーネットワークなど。
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〔表３〕中国の CO排出に関する回帰分析（環境クズネッツ曲線）

概要

回帰統計

重相関 R 0.997

重決定 R2 0.993

補正 R2 0.993

標準誤差 0.065

観測数 36

分散分析表

自由度 変動 分散 観測された分散比 有意 F

回帰 3 20.11 6.7048 1596.7 6.5E-35

残差 32 0.13 0.0042

合計 35 20.25

係数 標準誤差 t  P-値

切片 1.661 0.03764 44.1 3.1E-30

GDP 0.007 0.00031 21.8 9.3E-21

GDP -1.8E-06 1.3E-07 -14.0 3.7E-15

エネルギー効率 -0.003 0.00017 -18.3 1.7E-18

（資料）筆者作成
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